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業務の適正を確保するための体制
　金融商品取引法に基づく内部統制報告制度の適用を前に、2008年３月21日開催の
取締役会において、内部統制・リスク管理システムの充実・強化を主たる目的とした
コーポレート・ガバナンスに係る規程及び体制を決定し、同年４月１日より当該新体
制の運用を開始いたしました。
①体制の整備

　「経営理念」及び「経営目的」の下、「経営方針」及び「行動指針」並びに「倫
理・行動規範」に由来し定款に立脚する、当社及び当社グループにおけるコーポレ
ート・ガバナンスに関する根本規範として、「コーポレート・ガバナンスに関する
基本指針」を策定いたしました。当社及び当社グループにおけるコーポレート・ガ
バナンスの基本的枠組みは、この指針並びにこの指針に基づき策定された「内部統
制原則」及び「リスク管理原則」の下で構築され、「内部統制・リスク管理委員会」
が、当社取締役会の委任の下、これを統括し、監査室と連携して、その運用を担い
ます。

②内部統制システムの整備に関する決定
　マミヤ・オーピー株式会社（以下、「MOP」とする。）取締役会が、法令の定め
に従い決議した「内部統制システムの整備に関する決定」の概要は、以下の通りで
す。

※2015年５月１日改定
１．MOP及び子会社の取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制、並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制

　倫理的規範の尊重を基礎とし、これを包含する法令等遵守（以下、「コンプラ
イアンス」とする。）を業務遂行上の最重要課題のひとつと位置付け、その達成
のため、取締役及び使用人その他の従業員（以下、「使用人等」とする。）に、
法令、定款、社内規定等の遵守を徹底する旨を定め、MOPグループにおけるコン
プライアンスの取り組みが、「コーポレート・ガバナンスに関する基本指針」の
下で内部統制・リスク管理委員会により統括される旨を定め、これに係る各組織
の役割等、重要事実の管理と内部者取引の防止の取り組み、ヘルプラインの設置、
コンプライアンス違反に対し厳正に対処する旨、そして、代表取締役直轄の監査
室が、コンプライアンスを確保する体制の整備・運用状況について妥当性・有効
性を評価し、その改善に向けての助言・提言及び指導・支援を行う旨、監査役及
び監査役会が、株主の負託を受けた独立の機関として取締役及び使用人等の職務
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執行におけるコンプライアンス状況を監視・監督する旨、その他を定めています。
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行（使用人等を用いたものを含む。）に係る情報の保存及び
管理につき、管理部門長を責任者と定め、取締役会議事録、稟議書等の事業遂行
に係る各種機密事項や個人情報を含む職務執行に係る重要情報他（電磁的記録を
含む。）を正確かつ適切に記録し、法令定款及び社内諸規程等に従い、文書又は
電磁的記録により、権限を有するものが容易に検索し閲覧できる状態で保存し管
理する旨、そして同じく権限を有する者が、これらの情報を所定の手続きに従い
閲覧できる旨、その他を定めています。
３．MOP及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　損失の危険を、経営目的並びに事業計画の達成を阻害しMOPグループに損失を
もたらす事象が発生する可能性（以下、「リスク」とする。）と定義し、コーポ
レート・ガバナンスに関する基本指針並びに内部統制原則及びリスク管理原則の
下でリスク管理の全社的な体制を構築し、事業活動に係る多種多様な定量的・定
性的なリスクを一元的に管理する旨、金融商品取引法の定める財務報告に係る内
部統制及び反社会的勢力による経営活動への関与あるいは被害の防止に関する体
制の整備及びその運用を、かかる全社的リスク管理体制の中に位置づける旨、事
業継続に影響を及ぼす非常事態が発生した場合に危機管理委員会を設置する旨、
取締役及び使用人等が規程に基づき付与された決裁権限の種類と範囲に従い業務
を遂行し、これに伴うリスクを管理する旨、その他を定めております。

４．MOP及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制

　取締役会につき、実質的な討議を可能とする人数による取締役会を設置し、法
令及び定款の定める事項につき迅速かつ適正に決定すると共に、取締役及び代表
取締役社長の職務執行が、業務の効率性及び有効性の確保を含め適正に行われて
いることにつき監督する旨を定めるなど、取締役会をはじめとする各種組織・会
議体（監査役会や監査室を含む。）、取締役の効率的な職務執行を支える組織体
制及びその役割を定めると共に、決裁権限の明確化、経営計画の策定、情報シス
テムの整備、その他を定めております。
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５．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項のMOPへの報告に関する体制その
他、MOPの親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制

　子会社における自律的経営を原則とした上で管理の責任者を設け、出資者とし
てのMOPの法的又は契約上の権利に基づき、経営状況の適切な把握、社内規程等
の適切な整備・運用、親会社に対する報告の徹底、役員の選任解任等に関する適
切な意思表示、等を通じて、子会社に対し適切な管理・監督を行う旨を定めると
共に、リスク管理原則に基づき子会社の重要なリスクの存在を識別・測定し、継
続的な統制を行う他、子会社の役員及び使用人もMOPの内部通報制度を利用する
ことを可能とし、子会社が、MOPと緊密なコミュニケーションと協力関係を保ち
ながらも、事業活動及び経営判断においてMOPからの独立性を確保すべき旨、そ
の他を定めております。
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項、当該補助使用人の取締役からの独立性に関する事項、並び
に当該補助使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

　監査役が、その職務を補助すべき使用人等を置くことが必要であると認めたと
き、特定の者を指名して、監査室及び監査室以外の社内各部門に対して監査への
協力を求める事ができる旨、監査役が指名した職務を補助すべき使用人等の異動、
懲戒等については、その決定に先立ち監査役会と協議しなければならない旨、そ
の他を定めております。

７．子会社の取締役、会計参与、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第
１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人またはこれ
らの者から報告を受けた者がMOPの監査役に報告をするための体制、その他取
締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関
する体制、並びにかかる報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利
益な取扱いを受けないことを確保するための体制

　監査役が、経営に係る重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するた
め、取締役会その他の重要な会議及び協議体に出席し、稟議書その他社内の重要
文書の回付を受けると共に、代表取締役社長、その他の取締役、管理部門長等と
の協議を定期的に実施し、必要な事項につき報告を求めることができる旨、そし
て取締役が、会社に著しい損害若しくは影響を及ぼす恐れのある事実を発見した
場合の監査役への報告義務、使用人等が内部通報制度（ヘルプライン）等を通じ、
監査役に報告・相談をすることができる旨、上記に定める監査役に対する報告を
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した者に対し不利益な取扱いをした者に対しては、就業規則に基づく懲戒処分を
含め厳正に対処する旨、その他を定めています。
８．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　MOPは、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは支出した
費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職
務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じる
旨を定めております。
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役が、監査役監査基準及び監査役監査規程を理解し監査役監査の重要性・
有用性を十分認識すると共に、監査役監査を実効的ならしめるべく必要な環境整
備を行う旨、その他を定めています。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　上記に掲げた「内部統制システムの整備に関する決定」に基づき、当事業年度にお
ける当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであ
ります。
①取締役会を13回開催し、重要事項の決定等を行うとともに、取締役会をはじめとす

る各種会議体において、損失が伴うおそれのあるリスク情報とその対応の報告、検
討を行っております。

②監査役監査及び内部監査を通じて、当社及び子会社の取締役等及び使用人の職務の
執行が法令・定款及び社内規程等に基づき執行されていることを確認しております。

③金融商品取引法等に基づく財務報告に係る内部統制の運用状況に関する監査室によ
る監査の結果、重要な不備はなく、内部統制は適正に運用されている旨の評価を得
ております。

④監査室が内部監査計画に基づき、監査対象部門における内部統制システムの運用状
況等を評価し、必要に応じ、その改善を指導するとともに、これら一連の取り組み
について、取締役会に報告しております。

⑤個人番号及び特定個人情報等の管理及び輸出管理業務の実施状況につき、監査室に
よる監査の結果、監査対象部門において特定個人情報取扱規程及び安全保障輸出管
理規程に基づく適切な管理及び業務の実施等がなされている旨の評価を得ておりま
す。
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⑥法令遵守及び内部統制システムの整備・充実の観点から、取締役に対し自己の職務
執行に係る適法性・適正性等を継続的に再確認するための機会を設けております。

⑦監査役監査の実効性を強化するため、常勤監査役は毎月１回開催される各部門会議
に参加し、損失が伴うおそれのあるリスク情報がないか検証しております。また、
各事業に係る監査に必要な情報を取りまとめ、監査役会にて報告しております。さ
らに、監査役は会計監査人と定期的に会合を行い、情報交換しております。

⑧反社会的勢力への対応及びセクハラ・パワハラ防止等のコンプライアンスに係る教
育訓練を、随時実施しております。

⑨内部通報規程により相談・通報体制を設け、コンプライアンスの実効性向上に努め
ております。

⑩品質保証部門が、当社製品に係る品質保証業務につき全社横断的な管理を実施し、
迅速かつ的確な品質問題の解決に努めております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　７社
・連結子会社の名称　　　　　　　エフ・エス株式会社

キャスコ株式会社
株式会社ネクオス
株式会社エフ・アイ興産
ユナイテッドスポーツテクノロジーズ・ホールディングス Inc.
ユーエスティ・マミヤ Inc．
マミヤ・オーピー（バングラデシュ）Ltd.

②非連結子会社の名称等
・非連結子会社の名称　　　　　　カマタリ（タイランド）Co.,Ltd.

台湾キャスコCo.,Ltd.
キャスコゴルフ（タイランド）Co.,Ltd.

・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上
高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見
合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除外しております。
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(2) 持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結子会社及び関連会社の状況
・持分法適用の関連会社の数　　　２社
・持分法適用会社の名称　　　　　Ｊ－ＮＥＴ株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　ＭＪＳソーラー株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　 なお、Ｊ－ＮＥＴ株式会社は、2019年１月１日付でジャパン

ネットワークシステム株式会社より社名を変更しております。

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
・持分法を適用していない非連結

子会社
カマタリ(タイランド)Co.,Ltd.
台湾キャスコCo.,Ltd.
キャスコゴルフ（タイランド）Co.,Ltd.

・持分法を適用していない
関連会社 株式会社ＩＭＩ

・持分法を適用しない理由　　　　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法の範囲の変更に関する注記
　　　当連結会計年度よりＭＪＳソーラー株式会社については重要性が増したため、持分法適用の関連
　　会社に含めております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、エフ・エス株式会社、キャスコ株式会社、株式会社ネクオス及び株式会　
社エフ・アイ興産は連結決算日と一致しておりますが、在外連結子会社は12月31日であります。
連結計算書類作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。
　ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお　
ります。
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(5) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を
採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　　主として移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産

・製品、原材料、仕掛品　　　　主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま
す。

・販売用不動産　　　　　　　　主として、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下による簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま
す。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を

除く）
　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。た
だし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物は定額法を採用しております。また、在外連結子会社
は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用しておりま
す。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連
結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　　子会社の一部は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法　従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退

職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
　子会社の一部は当連結会計年度末における退職給付債務見
込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を
計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準によっております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数（５年）による定額法により発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。
　また、未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の
上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に
係る調整累計額に計上しております。

ロ．ヘッジ会計の処理　　　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を充たしているた
め、特例処理によっております。

ハ．のれんの償却に関する事項　　　効果の発現する期間（10年）で均等償却しております。
 

ニ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており
ます。

ホ．連結納税制度の適用　　　　　　当社及び子会社の一部は連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）に伴
　　う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号　平成30年３月
　　26日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し
　、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

工場財団以外の抵当
①担保に供している資産

建物及び構築物 572,712千円
土地 3,689,832千円
計 4,262,544千円

②担保に係る債務
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 2,369,605千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,834,774千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,358,670株

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

　2018年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
①配当金の総額 464,817千円
②１株当たり配当額 50円
③基準日 2018年３月31日
④効力発生日 2018年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2019年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと
おり提案しております。
①配当金の総額 436,774千円
②１株当たり配当額 50円
③基準日 2019年３月31日
④効力発生日 2019年６月28日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

３．当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 35,420株
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５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については主に自
己資金及び銀行借入や社債発行により調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リ
スクは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信
用状況を毎期ごとに把握しております。また、投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式
であり、定期的に時価の把握を行っております。
　支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり、手許流動性を月間経常支出の
1.5ヶ月以上の維持を基本としております。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調
達とし、長期借入金は主に設備投資及び新規事業投資に係る資金調達として行っております。変動金
利の借入金のうち、長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定
化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

① 現金及び預金 6,724,876 6,724,876 －

② 受取手形及び売掛金 2,984,881 2,984,881 －

③ 投資有価証券
その他有価証券 328,412 328,412 －

④ 長期貸付金 910,826 922,199 11,372

⑤ 支払手形及び買掛金 (2,048,408) (2,048,408) －

⑥ 短期借入金 (2,203,000) （2,203,000) －

⑦ １年内償還予定の社債
及び社債 (1,610,000) (1,557,388) △52,611

⑧ １年内返済予定の長期借
入金及び長期借入金 (3,972,021) (4,009,873) 37,851

⑨ デリバティブ取引 － － －

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
① 現金及び預金、並びに ② 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

③ 投資有価証券 その他有価証券
これらの時価について、取引所の価格によっております。

④ 長期貸付金
長期貸付金の時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュフローを国債の利回
り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率または新規貸付けを行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑤ 支払手形及び買掛金、並びに ⑥ 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

⑦ １年内償還予定の社債及び社債、並びに ⑧ １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の社債発行又は新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、一部の変動金利による長期借入金は金
利スワップの特例処理の対象とされており（下記⑨参照）、当該金利スワップと一体として処理さ
れた元利金の合計額を同様の借入れを行った場合に適用されると合理的に見積もられる利率で割り
引いて算定する方法によっております。

⑨ デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され
ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記⑧参照）

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 1,517,939千円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「③投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び国内連結子会社の一部では、東京都、埼玉県、神奈川県、香川県及び海外において賃貸
用のオフィスビル（土地含む。）等を所有しております。また、香川県において遊休不動産の一部
を賃貸しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 当期末の時価

2,562,200 2,582,635

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用

いて調整を行ったものを含む。）であります。

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,580円27銭
(2) １株当たり当期純利益 46円55銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．その他の注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
・関係会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採
用しております。

時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産　　　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま
す。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産除く）　当社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を
採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事
業年度に負担すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給
付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(4) その他計算書類作成のための基本となる事項
①　ヘッジ会計の処理　　　　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を充たしているた

め、特例処理によっております。
 

②　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており
ます。

③　連結納税制度の適用　　　　　　　当社は、連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）に伴
　う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号　平成30年３月
　26日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰
　延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

工場財団以外の抵当
①担保に供している資産

建物及び構築物 283,034千円
土地 2,402,183千円
計 2,685,217千円

②担保に係る債務
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 1,901,200千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,003,055千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 89,919千円
②　短期金銭債務 125,075千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
①　売上高 73,972千円
②　仕入高 6,996千円
営業取引以外の取引による取引高 551,020千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 623,181株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (千円)
未払事業税 11,158
関係会社株式評価損 132,769
投資有価証券評価損 22,466
棚卸資産評価損 63,673
退職給付引当金 138,732
株式報酬費用 10,067
その他 2,024

小計 380,892
評価性引当額 △220,991

繰延税金資産合計 159,901

繰延税金負債 (千円)
その他有価証券評価差額金 △23,976

繰延税金負債合計 △23,976
繰延税金資産の純額 135,924
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７．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人株主等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注）

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

その他の
関係会社 ㈱データ・アート 被所有

直接 46.76％ 　役員の兼任 自己株式の取得 501,760 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)自己株式の取得については、2018年11月７日付の取締役会決議に基づき、公開買付けの方法によ

り当社普通株式560,000株を１株当たり896円で取得したものであります。これにより、㈱デー
タ・アートは当社の親会社に該当しなくなり、その他の関係会社に該当することとなりました。

(2) 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
(注1)、(注2）

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子会社 ㈱ ネ ク オ ス 所有
直接 100.0％

資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

資金の貸付 － 長期
貸付金 1,453,160

貸付の返済

利息の受取

56,560

17,862

－

未収利息

－

3,470

関連会社 Ｍ Ｊ Ｓ ソ ー ラ ー ㈱ 所有
間接 50.0％

資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

資金の貸付

貸付の返済

利息の受取

50,000

56,188

5,084

長期
貸付金

－

未収利息

391,432

－

7,091

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）取引金額には消費税を含んでおりません。
（注2）資金の貸付けについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(3) 役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係

取引の内容
(注1)、(注2)

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

役員及び
その近親者 鈴 木 　 聡 被所有

直接　0.02％

当社代表
取締役社長
MJSソーラー㈱
代表取締役
社長

資金の貸付

 貸付の返済

利息の受取

50,000

56,188

5,084

長期
貸付金

－

未収利息

391,432

－

7,091

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）鈴木聡が第三者（MJSソーラー㈱）の代表者として当社と行った取引です。また、取引金額には

消費税を含んでおりません。
（注2）資金の貸付けについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,498円69銭
(2) １株当たり当期純利益 112円12銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10．その他の注記
　該当事項はありません。
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